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証研究である。彼らは、日本の製造業企業 307 社からなるパネルデータを用い、研究開発

支出と特許申請数を決定する各回帰式に年ダミー変数を加え、1987年の多項制改正によっ

て研究開発支出と特許申請数の平均的な水準（回帰式の定数項部分）がどれだけ変化した

かを推定した。特許申請数としては、日本の特許ではなく、米国特許が用いられている。

多くの日本企業が積極的に米国特許を申請しており、かつ、同時期に米国で大きな特許制

度改革がなかったからである。回帰式の推定結果は、研究開発支出、特許申請数ともに、

多項制改正後に平均水準が増加したことを示すものではなかった。ただ、彼らが計量経済

分析で用いたモデルは、基本的にすべての製造業企業が同じ研究開発支出行動、特許生産

行動を行い、平均的な研究開発水準、特許申請水準のみが産業ごとに異なるとするモデル

である。28 理論的には研究開発支出や特許申請の決定が産業ごとに異なり得るので、制度

改革の影響を検証するモデルとしては不十分である。 

 その他の実証研究としては、まず、財団法人知的財産研究所(2002)が 2001 年 12 月から

2002年 1月にかけ、医薬と電気を含む企業（有効回答数 373社）に対する質問紙調査を行

っている。特許保護強化が研究投資資金に与えた影響については、ほとんどの企業が「影

響なし」と回答する中、医薬においては「増加する一因となった」と回答する企業の割合

が高く、理論予測を一部裏付けるような結果を得ている。また、Motohashi (2003)は電機

大手 4 社および製薬大手 5 社の知財管理部門に対して面接調査を行っている。その結果、

特許制度改革によって、企業における知財管理部門の役割が重要になった一方、研究開発

そのものに対しては、あまり影響がなかったことが明らかになった。これらの定性的分析

は、日本における特許制度改革の影響も、米国同様、限定的であった可能性を示唆する。 

 

5. 結語: 更なる実証研究が必要に 

「プロパテント」は研究開発を促進するのか？経済学者はこの問いに答えるための理論

的枠組みを提供してきた。彼らが明らかにしてきたことの一つが、技術特性によって最適

な特許制度は異なるということである。そのような技術特性として重要なのが、離散的技

術、累積的技術、そして補完的技術である。一般に、特許権が行使されるべき対象として

多くの人々が思い浮かべるのは、模倣品や類似品であろう。経済理論は、技術が累積的な

場合、企業の研究開発を促すには模倣や類似品からの保護だけでは不十分で、改良品や応

用品からも保護される必要があると説く。さらに、一つの技術が複数の要素技術から構成

                                                   
28 より技術的にいえば、産業ごとのダミー変数を加えることで研究開発支出や特許数の平均水準の違いは
考慮しているが、研究開発支出決定関数における売上高の感応度パラメータ、そして特許生産関数におけ

る研究開発支出の感応度パラメータはすべての産業で共通である。 
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されるシステムの場合、それぞれの要素技術保持者が個別に特許権を行使するよりも、一

つの経済主体がまとめて特許技術を供給するほうが経済厚生を高めるのである。 

 米国特許制度改革は技術革新を促したのか？経済理論は米国特許制度改革が特に累積的

技術革新を促すには不十分だった可能性を示唆する。実証研究結果はそのような理論予測

と整合的である一方、「特許の藪」問題が技術革新に対してむしろ負の効果を与えた可能性

を指摘する。このような実証結果を支持するような事件が米国では起きている。均等論を

めぐって大きな関心を集めた Festo vs. Shoketsu Kinzoku Kogyoである。29 米国フェスト

社は、焼結金属工業（現 SMC）の技術（磁気ロッドレス・シリンダ）とフェストの特許技

術との間に本質的な違いはないとして 1988 年に訴訟を起こした。当初、連邦巡回裁判所

（CAFC）は均等論を適用してフェストに有利な判決を下したが、最高裁がこれに対して再

審査を命じ、2000年にはCAFCの大法廷で、今度は焼結金属工業に有利な判決が下された。

2001年にフェストは最高裁へ上告したが、その際、IBM、コダック、フォード、そしてイ

ンテルが焼結金属工業を支持したのである。これら企業はいずれも累積的技術産業を代表

する企業である。経済理論がより広い均等の適用は累積的技術企業の研究開発意欲を高め

ると予測するのに対し、これら企業は均等の適用に反対したのである。30 

 我が国「プロパテント」制度改革の重要な施策の一つとして、2005年 4月より、知的財

産に関する事件を専門的に扱う知的財産高等裁判所が設置される。この新しい裁判所の判

断が、今後の特許法の運用に、そして産業の研究開発活動に大きな影響を与えていくと思

われる。果たして、累積的、そして補完的な技術的性質を持つ多くの先端技術に対し、特

許保護の範囲をより広げるべきなのだろうか？米国においては、この問いに対して否定的

な実証研究がいくつか報告されている。しかし、日米間で司法制度が大きく異なる点を考

慮すれば、広い特許保護への制度改革が日本企業の研究開発活動にどのような影響を与え

たかについて更に実証研究を行う必要があり、今後の課題である。知的財産高等裁判所の

司法判断を日本産業の競争力向上に結びつけるためには、特許制度と研究開発の関係につ

いてより深く理解することが重要で、経済理論はそのための重要な指針となり得る。しか

し、理論はまだ不完全であり、更なる実証研究からのフィードバックを必要としている。 

 

                                                   
29 高岡(2002)はこの裁判の経緯について、米国の裁判制度の解説とともに詳述している。 
30 Merges and Nelson(1990)は歴史分析によって、広い特許保護が累積的技術革新をむしろ阻害する可能
性について指摘している。理論的には、Bessen and Maskin (1999)が、累積的かつ補完的な技術の場合、
特許保護が技術革新をむしろ阻害する可能性を示している。ただし、彼らは技術の補完性を、「複数企業の

技術革新に成功する確率が互いに独立であること」と定義しており、Sapiro (2000)や Lerner and Tirole 
(2004)の定義する補完性とは異なる。 
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